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はじめに 
 

( 1 ) 研究動機 

新聞報道等で1、「ワーク・ライフ・バランス」（以下、本

文中ＷＬＢ）という考え方を度々見聞きするようになり、

以下２点の疑問を持つこととなった。 

①  なぜＷＬＢが注目されるようになったのか。 

②  ＷＬＢを導入することにより、企業の経営戦略

上、どのような意義を持つのか。 

( 2 ) 研究目的 

ＷＬＢは企業の経営戦略にどのような影響を及ぼす

のか明らかにし、ＷＬＢの今後の課題について考察す

る。 

( 3 ) 研究方法 

① 文献・インターネットによる先行研究 

② ＷＬＢを導入している企業へのヒアリング調査 

③ 厚労省主催「日・EUシンポジウム」への参加2

④ 導入企業の事例研究 

 

 

1. 各国でのワーク・ライフ・バランスの取り組み 
 

( 1 ) アメリカでの動き3

 ＷＬＢの取り組みは米国から始まる。変化の中核はワ

ーキング・マザーの職場進出だった。しかも、母親が就

く仕事は日本のようにパートタイマーが主流ではなく、

過半数が正社員として就職しており、会社の貴重な戦

力として組み込まれている場合が多かった。 

 一方、企業の側は 1980 年代以降、米国では IT をは

じめとする技術革新による産業構造の変化により、高

度なスキルを持った優秀な女性の需要が高まった。 

 しかし実際は優秀な能力を持ちながら、子供や家庭

の都合で欠勤を繰り返し、また辞めていくワーキング・

マザーが少なくなかったのである。企業が優秀な人材

を確保するためには、働く女性を対象とした制度やプ

ログラム開発などの対応が迫られることとなった。この

取り組みは「ワークファミリーバランス」または「ファミリー

                                                  
                                                 

1  ・脇坂明「経済教室：ワークライフバランス考」『日本経済

新聞』2007 年 10 月 2 日～11 日 

・阿部正浩「経済教室：続・ワークライフバランス考」『日本

経済新聞』2007 年 10 月 12 日～24 日 

・樋口、松原、森田「仕事と家庭の両立」『日本経済新聞』

2007 年 10 月 4 日掲載 

・2008 年 1 月 1 日「ワークライフバランス元年」と掲載『日

本経済新聞』 
2 主催：厚生労働省／EU（2008 月 1 月 17 日）、場所：UNハ

ウス（国連大学本部ビル） 
3  大沢真知子(2007) 

フレンドリープログラム」などとよばれ、注目を集めた。 

 しかし後に、独身者や子供のいない人たち、さらには

男性従業員からも、企業の中で働きながら仕事と私生

活のバランスをとれるようにして欲しいとの声が出てき

た。そこで企業はそのニーズに応えるために、「従業員

の私生活と仕事との共存」に配慮した施策を打ち出し

ＷＬＢと名称を変えた。 

 

( 2 ) EUでの動き4  

ここでは英国とドイツの例を挙げる。 

まず英国は1990年代、雇用主が労働需給の逼迫な

どの要因から、雇用制度の提供を迫られるようになった。

このため労働者の WLB 支援の導入が始まった。新政

権が 1997年に発足して以降は、WLB施策が重視され

るようになり、支援を中心課題の一つと位置づけてい

る。 

ドイツ5では、少子化に対する強い危惧があった6。そ

こで政府は、WLBを国全体の力を強める可能性を持

つ施策であるとし、ファミリー・フレンドリー施策を中心

に行っている。 

ＷＬＢの導入に関して、英国では企業から、また、ド

イツでは政府からのアプローチであったという相違があ

る。また、EUとしては 1998 年に雇用戦略、2006 年に

WLBの労働時間法、欧州男女共同参画協定7などを定

めている。 

 

( 3 ) 日本での動き8

 WLB の変遷をたどっていくと、1990 年に合計特殊出

産率が初めて1.57と過去最低基準を下回ったことに遡

る。国は、高齢化の進展ともあいまって、少子化を大き

な問題と認識し、子供を産み育てやすい環境づくりに

むけて対策を検討し始めた。2003 年には厚生労働省

に「仕事と生活の調和に関する検討部会」が設置され

た。同年には、301 人以上の労働者を雇用する事業主

が次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環

境をつくるための計画「次世代育成支援対策推進法」

が成立し、2005 年に全面施行された。 

 
4  内閣府政策統括官「少子化社会対策に関する先進的取

組事例研究報告書」(2007) 

  小室淑恵（2007） 
5  出生率は、世界 202 ヶ国中 185 位である。（出典：内閣府

政策統括官「少子化社会対策に関する先進的取組事例研

究報告書」(2007) 
6  同上、(2007) 
7  ルード.A.マッフルズ「欧州における雇用と労働時間の多

様な形態」『第 12 回日・EUシンポジウム「雇用・就労形態の

多様化」』(2008) 
8  大沢真知子（2007） 

  荒金、小崎、西村（2007） 
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 このように日本の WLB 施策は、少子化対策の一環と

して働く女性の両立支援施策からスタートしたが、現在

では男性も含め働く人すべての働き方を見直し、生き

甲斐と意欲をもって自らの希望に基づき安心して働け

る社会をつくるための施策の推進へと変化している。 

なお、脇坂（2007）によると、WLBという用語は「3 年

前ぐらいから急速に普及している9」とあるが、筆者が本

研究でヒアリングを行った日本企業に伺ったところでも、

社内で耳にするのはここ２・３年であるという声が多かっ

た。 

日本とＥＵの双方が、企業間競争の激化、高齢化社

会により、「労働力率の向上」「生産性の向上」という共

通の問題に直面していながら10、日本とＥＵを比較した

場合、日本での新しいWLB政策の必要性は、ヨーロッ

パより差し迫ったものとなっている。11

佐藤(2007)12は、国際比較からみた日本の特徴で、

急速な雇用社会化と女性が希望するライフスタイルの

変化に、女性が仕事と生活を両立する支援の仕組み

が対応できていないと述べる。 

 

 

2. 日本の直面する労働環境 
 

( 1 ) 日本社会が直面する問題 

第一に、少子化による労働力不足である。経済労働

白書の労働力人口の見通しによると、2000 年に 6,766

万人であった労働力人口は、20 年後の 2030 年には

5,597 万人と 1,169 万人減少する。ただし、今後、若年

者や高齢者、女性などの就業参加を促進するための

仕組みづくりを進めていくことにより、2030 年時点で

6,109 万人の水準にまで労働力人口の減少を抑えるこ

とができるとみている13。 

第二に、長時間労働の問題である。経済のグローバ

ル化やIT化が急速に進展する中14、今の企業現場で

は、長時間労働が常態化する中で過労に陥り、健康を

損なったりするような悲劇がすでに指摘されている15。

図１は１週間当たりの労働時間が、50 時間以上の労働

者の割合を国別に示したものである。日本は各国と比

べて、圧倒的に長時間労働者の割合が多いことがわ

かる。 

 第三に、生産性の低下である。新しい成長軌道の確

                                                  

                                                 

9   脇坂明(2007a) 
10  氏兼裕之「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の

実現について」『第 12 回日・EUシンポジウム「雇用・就労形

態の多様化」』 
11  ルード.A.マッフルズ(2007) 
12  佐藤博樹「日本の雇用システムの変化とワーク・ライフ・

バランス」『第 12 回日・EUシンポジウム「雇用・就労形態の多

様化」』(2008) 
13  厚生労働省『平成 19 年版労働経済白書』国立印刷局、

p.155 
14  大沢(2007) 
15  次世代ネットによるホームページ『ワーク・ライフ・バランス

は新しい時代の生き方』(2007) 

立に向けて、人口減少下でもイノベーションを積極的

に引き出し、またグローバル化をむしろ成長力の向上

に結びつけるような経済構造に変革し、一人当たり生

産性を上げていかなければならない16。しかし、海外比

較の労働時間当たりＧＤＰを示した図２では、日本は

30 カ国中 20 位17でOECDの水準を下回っている。また、

図１で労働時間が日本より短いオランダのＧＤＰの方が、

日本より遙かに高い。このことから、日本は長時間働い

ているにもかかわらず、時間に見合った生産が行えて

いないと言えよう。 

図 1 一週間当たり労働時間が 50 時間以上の労働

者の割合 

 
16  経済財政諮問会議によるホームページ「経済財政改革

の基本方針 2007」 
17  内閣府政策統括官室『世界経済の潮流 2007 年春』

(2007/06) 
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図 2  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( 2 ) 従業員が直面する問題18

第一に、仕事と家庭の両立が困難な状況であること

が挙げられる。共働きの増加や、出産後も働き続ける

女性の増加などライフスタイルや意識が変わってきて

いる。しかし、女性の家庭負担が重く、希望する形で働

くことが困難な状況にある。 

それに対し、多くの既婚男性が仕事・生活・個人生

活の両立を希望している。しかし、現実には長時間労

働により仕事中心となる場合が多い。 

  第二に、自己啓発や地域活動への参加が困難なこ

とである。自己啓発は、個人が自身の能力や意識を高

めて満足感を得ると同時に、自身の価値を高めること

ができるものであり、自律的な自己啓発の必要性も高

まっている。また、働く人々も地域社会の一員としての

役割を果たし、身近な地域で人とのつながりを構築し

ていく上で地域活動への参加も重要とされるところであ

る。しかし、現状では長時間労働等により、自己啓発や

地域活動に参加する時間を確保することが難しくなっ

ている。 

第三に、長時間労働が心身の健康に悪影響を及ぼ

していることだ。長時間労働は、心身の健康に悪影響

を及ぼし、心身の疲労の蓄積は不慮の事故や疾病、

過労死等を招きかねない。図３は、長時間労働とメンタ

ルヘルスの関係を示したものである。この図からわかる

ように、一ヶ月の超過労働時間が長くなるほど「一日の

仕事で疲れ退社後何もやる気になれない」と感じる者

の割合は高く、それと平行して抑うつ傾向得点も高まっ

ている19。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  

                                                 

18  内閣府 男女共同参画局ホームページ「「ワーク・ライフ・

バランス」推進の基本的方向」(2007) 
19 同上、(2007) 

労働時間当たりGDP18

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 図３ 月間超過労働時間と疲労感・抑うつ傾向 

【資料出所】労働政策研究・研修機構：日本の長時間労働・

不払い労働時間の実態と実証分析，労働政策

研究報告書 No22，200520

 

( 3 ) 企業が直面する問題21  

第一に人口減少による労働力不足。これは日本が

直面する問題であげたものである。 

第二に、生産性の低下である。これも日本が直面す

る問題で挙げた通りである。 

第三に、長時間労働によるメンタルヘルス問題であ

る。従業員の健康は企業の生産性に深く関わってくる。

また、職場のストレスを減らすためには、企業の医療費

がかかる22。 

第四に、企業と社員の信頼関係の希薄化が挙げら

れる。終身雇用が崩れ、企業と社員の信頼関係が薄く

なっている現在、企業はどのようにして社員の「コミット

メント」を得て業績を伸ばしていくかということが課題と

なっている。 

 
 
20  (1) 疲労感： 「一日の仕事で疲れ、退社後何もやる気に

なれない」の問いに「いつもそうだ」「しばしばある」と回答した

割合 、(2)抑うつ： 自己記入式抑うつ症尺度(SDS） 
21  パク（2002） 

次世代ネット.（2007.10）.ワーク・ライフ・バランスは新し

い時代の生き方 
22  パク(2002) 
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 3. 先行研究概観 
 

 WLB を取り入れるとどのように問題は解決されるのか

を、先行研究をもとに考えてみる。 

 

( 1 ) 日本社会の問題と WLB の関係  

前項 2．より日本の問題として少子化、長時間労働、

生産性の低下が挙げられた。 

まず、少子化の問題である。笹島（2005）は「女性に

とって働きやすい職場の整備も必要であるが、同時に

男性が子育てに参加できるようにすることが出生率向

上にプラスに作用するのは間違いない23」としている。し

かし日本政府は今まで女性の少子化対策として 1995

年に「育児・介護休業法」や 2003 年に「少子化社会対

策基本法」などを成立したが未だ出生率は芳しくない。

男性が育児参加を出来るという要因だけで出生率が向

上するわけでなく、個人の生活の充実という面でも考え

ていかなければならないのではないだろうか。 

次に、荒金・小崎・西村(2007)は、これまでの研究に

よると、必ずしも長時間労働が企業の生産性や競争力

を生み出しているわけではないことが明らかとなってい

る24とある。また、小室（2007）は、これまでの日本企業

は生産性の低さをさらなる労働時間や人員の投入でカ

バーしようとしてきたが、生産性を改善するためには

WLB政策の導入・定着をきっかけとし、業務の内容・目

的・評価法を明確化し、多様な働き方を導入していくこ

とで、企業風土をかえていくしかない25、と指摘してい

る。 

つまり、WLBをきっかけに生産性を改善することがで

きるというわけだ。さらに、少子化と男女共同参画に関

する専門調査会によるとWLBがはかられていると考え

る従業員の方が仕事への意欲が高い傾向にある26とし

ている。 

 

( 2 ) 従業員の問題と WLB の関係 

前項 2．で挙げた問題をまとめると以下の 3 点が

WLB で解決出来るのではないのか。まず働き方の柔

軟性、自己啓発及び地域コミュニケーションへの参加、

長時間労働の是正である。働き方の柔軟性としては働

く時間の柔軟性、働く場所の柔軟性が挙げられる。 

第一の働き方の柔軟性であるがWLB施策の制度・メ

ニュー例として働く時間の柔軟性としては「短時間勤

務」「時差勤務」「フレックスタイム」「裁量労働制」、働く

場所の柔軟性としては「在宅勤務」「勤務地の限定（転

勤の制限）」「サテライトオフィス」などが挙げられる。し

かし、フレックスタイムなどは「社内伝達が遅い」「会議

で全員がそろわない」「連絡が取りにくい」など、社員間

                                                  

                                                 

23  これからの賃金制度のあり方に関する研究会『企業にお

ける多様な働き方と賃金制度』雇用情報センター(2005) 
24  荒金、小崎、西村（2007） 
25  小室(2007) 
26  少子化と男女共同参画に関する専門調査会『少子化と

男女参画に関する意識調査』(2006) 

の意志疎通や業務効率面での問題がある27。また働く

場所の柔軟性として、いずれも導入している企業がま

だ少なく、比較的多いのは「勤務地の限定（転勤の制

限）」28である。 

第二として自己啓発、地域コミュニケーションへの参

加である。WLBが実現した社会として働く人々の健康

が保持され、家族・友人などとの充実した時間、自己啓

発や地域活動への参加のための時間などをもてる豊

かな生活ができる29。また、友人関係、自己成長など多

様な側面がバランスよく生かされるように配慮したのが、

WLBの取り組み30である。 

第三の長時間労働の抑制や働き方の見直しの取り

組みとしては「残業（休日出勤）の禁止」「業務効率化

のための研修」「業務フロー見直し」31などがある。また、

労働時間の見直しを進める企業に共通しているのは、

長時間労働を「コスト」や「リスク」としてとらえており、そ

の削減に向けて職場の風土改革とともに管理職の意

識を変えるための取り組みを進めていること32だ。しかし、

管理職は残業を行っても残業代が払われないので膨

大な量の仕事がある場合は管理職が長時間労働をや

らざるをえない状況が存在すると筆者は考える。 

 

( 3 ) 企業の問題と WLBの関係 

前項（３）「企業が直面する問題」で挙げた人口減少

による労働力不足と、生産性の低下についてだが、次

世代のための民間運動33では、WLBは、優秀な人材の

採用と、高業績社員の定着など優秀な人材の確保に

つなげることができ、社員のモラルアップにつながると

述べている。これに対し、脇坂34らと労働政策研究・研

修機構と共同で実施した2006年の調査がある。これは、

男女雇用均等策とファミリーフレンドリー促進策の普及

度合いを基に、業績との関係を分析したものである。 

この結果から脇坂は、「男女雇用均等策にもファミリ

ーフレンドリー促進策にも積極的な企業が、一人当たり

でみて売上高でも経常利益でも最大となった。また売

上高よりも経常利益の方が、男女雇用均等策とファミリ

ーフレンドリー促進策との相関関係が強く、本格的にワ

ークライフバランスを進めれば、利益改善の可能性が

大きいことを示した」と述べている。 

以上から、WLB を取り入れることで労働力不足の問

題と生産性の低下の問題を解決することができると言

える。 

 
27  荒金、小崎、西村(2007) 
28  同上、p.39 
29  共生社会政策統括官少子化対策「仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進

のための行動指針」（2007.12） 
30  パク（2002） 
31  荒金、小崎、西村（2007）、p.39 
32  同上、p.39 
33  次世代ネット（2007.10）.ワーク・ライフ・バランスは新しい

時代の生き方 
34  「ワークライフバランス考」『日本経済新聞・朝刊』

2007/10/03 
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長時間労働によるメンタルヘルス問題に関して、パク

(2007)は「ワーク・ライフ・バランスに対してサポーティブ

な企業の社員は、職場でのストレスが少なく、不安も怒

りも少ないという調査結果が出ている35」と述べ、実際の

効果が見られている。 

企業と社員の信頼関係の希薄化の問題について、

パク(2007)はコミットメントに関する 1995 年のデュポン

社と、1996 年のバクスター・ヘルスケア社の２社の研究

結果から、「“会社が社員の大切にしていることを大切

にし、それを行動している”と社員が感じたときに、社員

のコミットメントは大きく高まる36」と述べている。 

 

( 4 )  「経営戦略」とは 

 「経営戦略」の明確な定義はない。ウイリアム・マーサ

ー社(1999)では、「企業の経営目的を達成するための

包括的な手段として、企業の外部および内部の環境の

変化に対して経営活動を全体として計画的に適応させ

るための決定ルール37」と述べている。 

企業と環境のかかわり方を決めるための、４つの決

定事項として加護野(1993)は、(1)ドメインの定義、(2)資

源展開の決定、(3)競争戦略の決定、(4)組織間関係の

決定38を挙げている。筆者は、(2)資源展開の決定に注

目する。加護野(1993)39は、資源展開を、企業が一定

の地位を確率するための競争に必要な経営資源の蓄

積・配分と述べている。 

コーネリスとジョン(2004)は、戦略的資源は物理的資

産、財務的資源、人的資源、組織的資産40からなると

述べる。その中で、人的資本を「戦略的資源の中には

置き換えが可能なものもあるが、組織を構成する従業

員や直接的な利害関係者は唯一の存在である41」と述

べている。守島(2004)は、「人材を活用して、会社の戦

略を達成し、さらに次の戦略を生み出す人材を提供す

ること42」を人材マネジメントと述べた。 

 

( 5 ) ワーク・ライフ・バランスの成功要因 

 ここでは、WLB を導入している企業に共通する、取り

組み方・課題についての先行研究を述べる。 

 荒金、小崎、西村(2007)43は、WLBを導入するうえで、

重要な三点を挙げている。 

①  WLB 施策は企業の規模、業種、業態にかか

わらず実現可能である。それぞれの企業の

課題や特色に応じた施策を実践することが

重要である。 

②    成功する企業の特徴は、経営者の強い

                                                  
35  パク(2007)、p.140 
36  同上、p.138 
37  ウイリアム・マーサー社（1999）、p.76 
38  加護野（1993）、p.8 
39  同上、p.8 
40  コーネリス、ジョン（2004）、p.62 
41  同上、p.69 
42  守島(2004)、p.13 
43  荒金、小崎、西村（2007）、p.64 

理念があること。制度の充実以上に柔軟な

運用を心がけていること。社員の自律性を

高める工夫がなされていることである。 

③    WLB の定着・活用には、すべての社員に

とって納得性のある役割と処遇のバランスを

いかに確保するか、ということが重要な視点

となる。 

 小室(2007)は自らの経験から、WLB 施策を導入する

際の組織変革のステップを八つに分けている。この中

のステップ１として、「プロジェクトチームを作る」にチー

ムの構成パターンとして、以下の三つを述べている。 

①  人事部：人事制度に詳しく、見直しが効率的
に素早くできる。 

② 指名・抜粋：適任チームに適任者を指名・抜

粋または、関連したプロジェクト担当者をあて

る。意欲的な人材を活用できる。 

③ 社内公募：社内から広く担当者を募るもので、

社内へのＰＲ効果が期待でき、意欲ある人材

の発掘、社内活性化のきっかけとなる。 

つまり、WLB を導入することにより 

① 長時間労働の是正及び生産性の向上 

② 心身共に健康に働ける環境 

③ 労働力減少による人材の確保 

④ 従業員、企業共にWIN-WIN の関係 

などの利点がある。 

 

 

4. 実態調査 

 

 本調査の目的は前項３．の先行研究をもとに企業の

実態との相違、共通点を明らかにすることである。 

すなわち、企業の直面する問題が、WLBを導入する

ことで、本当に解決できるのか、どのような効果がある

かを知るためである。 

調査対象は外資系（銀行業）A 社、外資系（電気機

器メーカー）B社、外資系（飲食業）C社、日系（商社）D

社、日系（食料品メーカー）E 社、日系（食料品メーカ

ー）F 社、日系（機械メーカー）G 社とし、ヒアリング調査

をお願いした。 

まず、WLBに関する企業による先進的取り組み事例

として、内閣府生活統括官より「少子化社会対策に関

するアンケート先進的取組事例研究」をもとに、B社、D

社、Ｅ社、Ｆ社、ならびにＧ社を選定した。また、A社、C

社については日系企業と外資系企業との比較をしたい

と考えたため選定した。 

調査方法として 2 社は企業訪問を他５社は電話（ＩＰ

電話のＳＫＹＰＥ）を使ってのヒアリングを行った。 

企業には以下の 6点について尋ねた。 

①  導入理由：企業がどのような目的で WLB を導
入するのか明確にする。 

②  メリット：WLB を導入して得られるメリットはどん
なものがあるのか明らかにする。 

③  デメリット：先行研究でWLBを導入するにはデ
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メリットはなく、企業、従業員どちらも WIN-WIN

の関係が成り立つと明記されていたため実際は

どうなのか検証したいと考えた。 

④  どのように社員に制度を浸透させるのか：制度
だけあっても社員が制度を活用しなければ

WLBは意味をなさないと考えたからである。 

⑤  残業対策の内容：サービス残業、長時間労働
の是正はなされているのかを明確にする。また

実態はどうなのか調査する。 

⑥  課題：WLB はまだ成熟しきれていないと考え
たためどのような課題があるのか明確にする。 

まず、WLBの導入理由を検討する。7社各企業に共

通していることとして「人材確保」の重視があった。優秀

な人材、またはコストをかけて育成した従業員に辞めて

ほしくないという理由が一番に挙げられる。さらに、結

婚、出産しても働き続ける環境づくりが大切であり、こ

れは女性に括ったものではないとのことだった。また、

A 社からは「企業の競争力のため」「長時間労働の是

正」「育児支援」という回答が得られた。その他に D 社

からは「従業員の活躍の場をつくる」、G社からは「従業

員の心身健康のため」、E 社からは「能力発揮の促進」

が挙げられた。 

 次にメリットを検討する。メリットは各々違い、A 社は企

業への忠誠心である「ロイヤリティーの向上」、B 社、D

社共に「新しいアイデアの創出」、Ｃ社は「採用時の企

業PR として企業イメージの向上」、Ｇ社は「業務の見直

しによる無駄を省く」ため、Ｆ社は「業績アップ」との回

答を得た。また、メリットと導入理由を一緒に考えること

もできるためこの項目に「人材確保」を入れる必要もあ

る。 

次に WLB を取り入れたデメリットを尋ねた。デメリット

として出た回答は「コスト」であった。コストがかかると答

えた企業はＡ社、Ｃ社、Ｆ社、Ｇ社 4 社であり、Ｂ社、Ｄ

社の 2社はコストがかからないと答えている。また、Ａ社

は「制度・施策にかかるコスト」であり、Ｃ社は「規模でコ

ストの額が違う」として、Ｆ社、Ｇ社は「人件費」との回答

で、コストの中でも差異がある。 

大沢（2007）は「非常にコストがかかったとする企業

の理由として企業内に保育所を作ったため44」と述べて

いるが、コストがかかると答えた会社で職場内に保育所

がある企業はＡ社とＧ社だけであった。コストがかから

ないと答えたＢ社の回答は、「ノーワク・ノーペイ」である

からコストはかからないとのことだった。また、他の回答

として育児などで休業する人が多くなるとノウハウの伝

授が大変になる。しかしこれは短期的なデメリットであり

長期的にみればデメリットにならないという。 

次に WLB を社員に浸透させるために行っていること

を尋ねた。トップに認識があり、積極的に浸透させてい

る企業はＡ社、Ｂ社、Ｄ社、E 社、Ｇ社の 5 社であった。

経営者から WLB の必要性を理解してもらいトップが変

わらないと現状は変わらないという。また、Ｂ社はマネ

ージャーにWLB制度の教育を行っており、Ｄ社は管理

                                                  

                                                 

44  大沢（2006）、p.198 

職、総合職でプロジェクトチームを発足しており、Ｅ社

はWLBの評価基準を策定する組織に参加し、WLBに

関する取り組み支援を行う組織を設置している。 

次に、サービス残業が社会問題となっている背景も

あることから、残業の対策について尋ねた。これについ

ては、全社が取り組んでいた。Ｂ社ではマネージャーの

管理、Ｄ社はカードリーダー、パソコンのログ管理を行

っている。「WLB をするためには残業自体を無くさなけ

ればならない。これからは評価の仕方も変えていかな

ければならない」という意見もあった。この評価の以前

までの仕方というのは、内容を伴わなくても残業をやっ

ている人ほど頑張っているという評価である。また、Ｄ

社では、サービス残業は根絶しているとのことだった。 

しかし、この度、ある企業の現場サイドでのお話を伺

う機会もあったが、会社の管理状況とは別に、実態とし

てサービス残業はあるとのことであった。 

最後に各々の企業に対し、今後の課題を尋ねたとこ

ろ A 社、B 社、F 社では「職場の環境整備をし、制度を

取りやすくする」が、またＡ社は他に「国からの補助の

充実」、「枠組みだけでなく中身の充実」の回答を得ら

れた。C社では「WLBの浸透」、「制度の充実」、D社で

は「管理職、従業員の意識改革」、「海外勤務者への

WLB支援」、E 社では「長時間労働のさらなる削減」、F

社、G社、では「新たなWLB制度の導入・普及」などが

挙げられた。 

 

 

5. 先行研究による比較・検討 

 

 図4は、実態調査の企業比較を示したものである。質

問内容は前項４．で述べた①導入理由、②メリット、③

デメリット、④WLB の浸透、⑤残業対策である。 

先行研究と実態調査で得られた結果を比べると以下

のようになった。 

 小室（2007）は、メリットについて「第１のメリットは、優

秀な人材の確保である45」、またWLBの取り組みは「優

秀な人材を採用するための強力なアピールポイントに

なる46」と述べている。更に「ワークライフバランスへの取

り組みを積極的に進めることは、人材確保の面で即効

的なメリットが期待できる47」とした。その他に「女性社員

の定着48」「職場全体のモチベーションアップ49」そして

「人事コストの削減50」とある。パク(2002)も同じように「優

秀な人材の確保51」「社員の企業へのコミットメントの向

上52」「企業業績の向上53」とある。 

 
45  小室(2007) 
46  同上、p.38 
47  同上、p.38 
48  同上、p.40 
49  同上、p.43 
50  同上、p.44 
51  パク(2007)、p.135 
52  同上、p.137 
53  同上、p.141 
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実態調査と比べると共通する部分が多いことがわか

る。まずＡ社からＧ社までの共通点として「人材確保」で

ある。これより WLB を行うと人材の確保、定着がしやす

いといえる。メリットとしてはＡ社からＧ社にばらつきが

見られるが「採用に有利である」、「ロイヤリティーの向

上」、「業務効率の向上」という点では先行研究と当て

はまるところが多いとみてよい。 

 では、デメリットで取り上げられたコスト面である。先行

研究では小室（2007）がコストはかからない、むしろ「人

事コストの削減」とある。しかし実態調査をした結果、７

社中４社の企業はコストがかかるとの回答を得られた。

また、「人件費」としてあげている企業もある。さらに「規

模の違いによりコストは大きく違う」との回答も得ることが

できた。これは制度のレベルにも関係するがまったくコ

ストがかからないとは言い難い。 

 浸透方法の結果について、実態調査をおこなったと

ころ７社中５社がトップ、あるいは管理職からWLBを浸

透させていることがわかった。荒金、小崎、西村が「成

功する企業の特徴は、経営者の強い理念があること54」

と述べていたようにWLBが浸透していくためにはトップ

や管理職の考えから変えていく必要があり、評価の仕

方も変えていかねばならない。 

最後に長時間労働の是正であるが、実態調査、先

行研究ともに長時間労働、サービス残業は廃止してい

かなければならない。しかし、前項で既述の通り、実態

として長時間労働やサービス残業がある事実も指摘さ

れている。 

 

 図 4 実態調査の企業比較 
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54  荒金、小崎、西村（2007）、p.64 
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6. 考察 

 
本研究結果により外資系企業、日系企業に WLB 制

度内容の差はあまりみられたかった。これは外資系とい

っても現地化が進んでいるためと考えられる。また、外

資系、日系問わず制度内容にばらつきがあった。 
 日本においても、企業は WLB を福祉的施策ではなく、

経営戦略の一部として導入していた。実態調査から、経

営戦略としての WLB は、人材マネジメントを行う面で必

要であると言える。 

実態調査により、WLB を導入している企業の多くが、

家庭を持つ従業員への支援施策としての制度が多かっ

たことから、現在のWLBの制度内容はファミリーフレンド

リー施策の内容とあまり違いが見られないと言える。しか

し、今後、労働力を確保していくに当たりファミリーフレ

ンドリー施策の対象外である、家庭を持たない従業員に

対する施策も必要となる。今後は全従業員を対象とした

WLB の必要性がより高まってくると考えられる。 

 今日、企業は働き方の多様性や長時間労働、労働人

口の減少など多くの問題を抱えているといっても過言で

はない。生産性を上げるために企業は個人の能力を向

上する必要があると同時に心身の面にも気を配らなけ

ればならない。その際、WLBの考えを取り入れる利点は

多い。 

 また、このたび、指導教授の元勤務先上司（日本人）

で現在アトランタ在住の N 氏とも SKYPE でヒアリングを

する機会があった。N 氏は日米のビジネス文化にも深く

通じておられる方なのでWLB の現状について伺った。 

 以下にその要点をまとめる。 

① WLB という言葉は日常的に米国では聞かれる 
② プロフェッショナルな第一線で活躍する人は WLB
を維持できないのが現状（日本とは異なる意味で

時間がない） 

②の内容は初めて耳にするものであった。つまり、

2ndレベルのプロフェッショナルの人がWLBについて言

及しているのではないかという。私たちにはWLBは米

国から発祥したもののため、多くの従業員が実践して

いると考えていたので衝撃的なものであった。 

今後、ますます進行すると思われる少子高齢社会を

迎える日本企業は、日本企業独自の WLB について吟

味していくことが必要である。今後の研究課題としたい。 
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